
当 日 投 票 所 一 覧
投 票 所
大橋第一
大橋第二
大橋第三
西 宮 市
行 橋 北
蓑　　島
今　　元
仲　　津

施 設 の 名 称
行橋小学校体育館

行橋公民館

行橋南小学校体育館

JA福岡京築 営農・経済本部

行橋北公民館

蓑島小学校体育館

今元小学校体育館

仲津中学校体育館

投 票 所 施 設 の 名 称
仲津第二
泉

泉 第 二
今　　川
稗　　田
延　　永
延永第二
椿　　市

新田原老人いこいの家

泉中学校体育館

泉小学校体育館

今川小学校体育館

稗田小学校体育館

延永小学校体育館

塚田第一公民館

椿市地域交流センター
※開票　21時20分～　行橋市民体育館

行橋市長
選挙

行橋市選挙管理委員会令和8年2月22日執行

選挙公報 2月22日日
投票日

７時～２０時

・この選挙公報は、候補者から提出された原稿をそのまま印刷したものです。
・選挙公報の掲載順は、くじによって決められたものです。立候補の届出順とは異なる場合があります。
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1958年5月蓑島生まれ／蓑島小学校、今元中学校、豊津高等学校、立命館大学
法学部卒／82年行橋市役所入庁／2005年総合政策課長／09年総務部長／14
年行橋市副市長／22年八景山区長／25年福岡県行政書士会理事（監察部長）

豊かな行橋へ

・固定資産税と国保税を引き下げます
・高齢者の移動手段の確保のため市内循環バスを導入します
・自然と歴史文化資産を守り、文化芸術の振興を図ります

生活に安心と安らぎのあるまち1

・南海トラフ地震防災対策など災害から市民生活や企業活動を守るため
　のライフライン等を強化します
・避難所の増設と設備の充実により市民のすばやい避難行動に対応します
・企業・団体・地域・医療との連携により被災後に迅速に立ち上がれる
　防災体制を確立します

2 災害に強いまち

・お金がなくても安心して産み育てられる制度と体制をつくります
・安心と安全な食材に配慮した小中学校の給食を無償化します
・放課後児童クラブの充実による子どもたちの安全な時間と場所を確保します

3 安心して子育てができるまち

・教育予算と人員の増加により幼児教育から高等教育まで一貫した質の
　高い教育環境を整備します
・老朽校舎の建替えにあわせて「新しい学校づくり」に取り組みます
・オンライン学校や学び直しを促進します

4 教育・人づくり先進のまち

・高齢者などに対する水産業・農業と福祉の連携で共生社会を実現します
・健康寿命延伸のためライフスタイルに応じた活動を支援します
・妊婦・子どものインフルエンザ予防接種の自己負担をなくします

5 福祉が支える健康なまち

・公共投資の増額と企業の設備投資を促す税制で地域経済を強化します
・産業用地整備と起業支援で地域経済の活性化と安定した雇用を創出します
・農水産業振興施設整備等による産品の高収益化を推進します

6 強い経済と雇用が生まれるまち

未来を変えるのは今、市政を強く前進させます
長年市民の声を聞き、行動し、財政を守ってきた

だからこそできる 6つの重点政策松本ひでき

●地域負担の防犯灯の電気代1/2程度補助の実施
●夏季の公民館等エアコン代一部補助の検討
●R8年8月以降もゴミ袋半額を継続

地域のつながり・生活支援
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対立より解決。批判より提案。
 前に進もう、ゆくはし！

【政策の一部を抜粋】

●乗合タクシー等、新公共交通体系をつくります
●認知症・骨粗しょう症予防をすすめます
●シニアの起業や文化・スポーツ活動を支援します

●学校給食の質の維持・向上、完全無償化をします
●不登校対応、こども食堂等を支援します
●遊び場を増やします（公園リノベ、室内型遊び場）

シニアの皆様へ

子ども・子育て世代の皆様へ
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「農水産業」カントリーエレベーター
再整備、獣害対策、担い手の育成
「防災」防災訓練・避難所運営訓練の実施、
地域・団体・企業との連携、防災井戸の増設
「インクルーシブ」医療的ケア児の
支援、障がい者アート・商品のPR、
農福連携の推進
「産業」企業・創業支援、企業誘致、
産業団地整備計画の推進
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